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報
号
外
　
　
第
八
号
　
　
令
和
六
年
三
月
十
五
日

定
価（
消
費
税
込
）一
箇
年
　
一
七
、六
〇
〇
円
（
郵
送
料
を
含
む
。）

一

山
梨
県
公
報

号
外
第
八
号

令
和
六
年三

月
十
五
日

金　曜　日

目

次

規

則

○
技
能
労
務
職
員
の
給
与
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る

規
則
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　	

一

○
山
梨
県
県
税
条
例
施
行
規
則
及
び
山
梨
県
看
護
職
員
修
学
資
金
貸
与
条
例
施
行
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
規
則
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　	

一

規
　
　
　
則

山
梨
県
規
則
第
五
号

技
能
労
務
職
員
の
給
与
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
次
の

よ
う
に
定
め
る
。

令
和
六
年
三
月
十
五
日

山
梨
県
知
事
　
　
長
　
　
崎
　
　
幸 

太 

郎

技
能
労
務
職
員
の
給
与
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

技
能
労
務
職
員
の
給
与
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
（
令
和
五
年
山
梨
県
規
則
第
三
十

六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

附
則
第
三
項
中
「
令
和
五
年
四
月
一
日
」
を
「
地
方
公
務
員
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
六
十

一
号
）
第
二
十
二
条
の
二
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
職
員
の
給
料
月
額
の
う
ち
、
令
和
五
年
四
月
一
日

か
ら
令
和
六
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
お
け
る
同
一
の
職
務
の
内
容
の
職
と
し
て
の
引
き
続
く
在

職
期
間
が
三
月
以
下
で
あ
る
場
合
に
当
該
在
職
期
間
に
応
じ
て
支
給
さ
れ
る
給
料
に
係
る
も
の
に
対
す

る
令
和
五
年
四
月
一
日
」
に
改
め
る
。

附

則

こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

山
梨
県
規
則
第
六
号

山
梨
県
県
税
条
例
施
行
規
則
及
び
山
梨
県
看
護
職
員
修
学
資
金
貸
与
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正

す
る
規
則
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
六
年
三
月
十
五
日

山
梨
県
知
事
　
　
長
　
　
崎
　
　
幸 

太 

郎

山
梨
県
県
税
条
例
施
行
規
則
及
び
山
梨
県
看
護
職
員
修
学
資
金
貸
与
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
規
則

（
山
梨
県
県
税
条
例
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
一
条
　
山
梨
県
県
税
条
例
施
行
規
則
（
昭
和
三
十
六
年
山
梨
県
規
則
第
十
四
号
）
の
一
部
を
次
の
よ

う
に
改
正
す
る
。

第
二
十
二
条
の
十
二
第
四
号
中
「
第
六
十
四
条
第
四
項
」
を
「
第
百
五
十
二
条
第
五
項
」
に
改
め

る
。第

五
十
三
条
の
二
第
一
項
第
一
号
中
「
母
子
健
康
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
が
直
接
使
用
す
る
自
動

車
」
を
「
こ
ど
も
家
庭
セ
ン
タ
ー
が
直
接
使
用
す
る
自
動
車
（
母
子
保
健
法
（
昭
和
四
十
年
法
律
第

百
四
十
一
号
）
第
二
十
二
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
業
に
使
用
す
る
も
の
に
限
る
。
）
」
に
改
め

る
。第

三
十
号
様
式
中

　
を
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
に
改
め

、
「又

は
生
年
月
日
の
い
ず
れ
か

」
を
削
り
、
「個

人
番
号

（マ
イ
ナ
ン
バ

）を
記
載
し
た
場
合

は
個
人
番
号
カ

ド

」
を
「個

人
番
号
カ

ド

（マ
イ
ナ
ン
バ

カ
ド

）
」
に
改
め
、
「写

し
」
の
下
に
「
（両

面

）
」
を
加
え
る
。

第
四
十
号
様
式
（
そ
の
一
）
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

個
人
番
号

生
年
月
日

「

「

個
人
番
号

生
年
月
日

「

「

個
人
番
号

「

「



山
梨
県
公
報
号
外
　
　
第
八
号
　
　
令
和
六
年
三
月
十
五
日

二

（その１） 

個人県民税賦課状況報告書 

山梨県総合県税事務所長 殿                                    年   月   日   

山梨県県税条例第２５条第１項の規定により、次のとおり報告します。            市町村長           印 

  

区分 当該年度の課税額 前年度課税分で当
該年度の収入額と
なるべき課税額 
(ｴ) 

当該年度課税分で
翌年度の収入額と
なるべき課税額 
(ｵ) 

当該年度の収入額
となるべき課税額
の合計額 
(ｳ)+(ｴ)-(ｵ) (ｶ) 

  

普通徴収分 
(ｱ) 

特別徴収分 
(ｲ) 

計 
(ｱ)+(ｲ) (ｳ) 

市町村民税 均等割額 円 円 円

      所得割額 
      

計 ① 
      

円 円 円

県民税 均等割額 
      

      所得割額 
      

計 ② 
      

円 円(Ａ)        円

合計 ①＋② ③ 
     

（Ｂ） 

森林環境税（国税）④ 
     

（Ｃ）       

合計 ③＋④  ⑤ 
        

（Ｄ）       

納
税
義
務
者
数 

均等割額のみの者 人 人 人

      

所得割額のみの者 
      

均等割額と所得割額の
者       

計 
      

  

あん分率（県民税） ０．  
     

  

あん分率（県民税（令和５年度以前賦課決定分）） ０． 
   

あん分率（森林環境税（国税）） ０． 
    

備考 
  

作成者氏名 印

注１ この報告書は、分離課税分を除いたものについて作成し、６月３０日までに提出すること。 

２ 「前年度課税分で当該年度の収入額となるべき課税額(ｴ)」欄は、前年度課税した特別徴収税額のうち当該年度の収入額（当該年度

の４月及び５月の月割分）となるべき課税額を記入すること。 

３ 「当該年度課税分で翌年度の収入額となるべき課税額(ｵ)」欄は、当該年度課税した特別徴収税額（当該年度の課税額欄の特別徴収

分(ｲ)欄の額）のうち翌年度の収入額（翌年度の４月及び５月の月割分）となるべき課税額を記入すること。 

４ あん分率は、小数点以下９位まで算出し、９位を四捨五入して８位とすること。 

５ 「納税義務者数」欄は、一の納税義務者について普通徴収と特別徴収の双方がある場合であつても、納税義務者の数は１とするこ

と。この場合においては、「普通徴収分(ｱ)」欄又は「特別徴収分(ｲ)」欄のうち、主たる徴収方法の欄に記載すること。 

 

A
B

A
D

C
D



山
梨
県
公
報
号
外
　
　
第
八
号
　
　
令
和
六
年
三
月
十
五
日

三

第
四
十
一
号
様
式
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。



山
梨
県
公
報
号
外
　
　
第
八
号
　
　
令
和
六
年
三
月
十
五
日

四

第４１号様式（第２０条関係） 

（その１） 

個人県民税賦課確定状況報告書（現年課税分） 

年   月  日 

     山梨県総合県税事務所長 殿 

市町村長             印 

山梨県県税条例第２５条第３項の規定により、次のとおり報告します。       

  

区分 当該年度の課税額 前年度課税分で当
該年度の収入額と
なるべき課税額 
(ｴ) 

当該年度課税分で
翌年度の収入額と
なるべき課税額 
(ｵ) 

当該年度の収入額
となるべき課税額
の合計額 
(ｳ)+(ｴ)-(ｵ) (ｶ) 

  

普通徴収分 
(ｱ) 

特別徴収分 
(ｲ) 

計 
(ｱ)+(ｲ) (ｳ) 

市
町
村
民
税 

均等割額 円 円 円 円 円 円 

所得割額 
            

計 ① 
            

①のうち分離課税に
よる所得割額       

   

県
民
税 

均等割額 
            

所得割額 
            

計 ② 
            

②のうち分離課税に
よる所得割額       

  (Ａ)     

 合計 ①＋② ③      （Ｂ）  

 森林環境税（国税） ④      (Ｃ) 

  
  

合計 ③＋④ ⑤           (Ｄ) 

賦課状況報告書の県民税額   
 ⑥             

賦課状況報告書の森林環境
税（国税）額 ⑦       

県民税額の差引増減額 ②
－⑥             

森林環境税（国税）の差引
増減額 ④－⑦       

納
税
義
務
者
数 

均等割額のみの者 人 人 人 あん分率（県民税） ０． 

所得割額のみの者 
      あん分率（県民税（令和５年度以前 

賦課決定分）） 
０． 

均等割額と所得割額
の者      

計 ⑧       あん分率（森林環境税（国税）） ０． 

⑧のうち分離課税に
よる者       

備考 
 

作成者氏名  印 

注 １ この報告書は、３月３１日現在で作成し、４月３０日までに提出すること。 

 ２ 「前年度課税分で当該年度の収入額となるべき課税額(ｴ)」欄は、前年度課税した特別徴収税額のうち当該年度の収入額（当該年 

度の４月及び５月の月割分）となるべき課税額を記入すること。 

 ３ 「当該年度課税分で翌年度の収入額となるべき課税額(ｵ)」欄は、当該年度課税した特別徴収税額（当該年度の課税額欄の特別徴 

収分(ｲ)欄の額）のうち翌年度の収入額（翌年度の４月及び５月の月割分）となるべき課税額を記入すること。 

４ 「賦課状況報告書の県民税額⑥」欄は、当該年度の賦課状況報告書（第４０号様式（その１））のうち「県民税計②」欄に記入し 

した数字を記入すること。 

５ 「賦課状況報告書の森林環境税（国税）額⑦」欄は、当該年度の賦課状況報告書（第４０号様式（その１））のうち「森林環境税 

（国税）④」欄に記入した数字を記入すること。 

６ 「差引増減額」欄は、減の場合は朱記すること。 

 ７ あん分率は、小数点以下９位まで算出し、９位を四捨五入して８位とすること。 

 ８ 分離課税による所得割額欄は、退職所得に係る分離課税分を記入すること。 

 ９ 県民税に１００円未満の端数があるときは切り捨て、切り捨てた端数は市町村民税に合算すること。 

１０ 「納税義務者数」欄の記載に当たつては、次の事項に留意すること。 

  (1) 一の納税義務者について、普通徴収と特別徴収の双方がある場合であつても、納税義務者の数は１とすること。この場合に

おいては、「普通徴収分(ｱ)」欄又は「特別徴収分(ｲ)」欄のうち、主たる徴収方法の欄に記載すること。 

  (2) 一の納税義務者について、山梨県県税条例第２５条第１項に規定する賦課状況の報告後、徴収方法の変更（特別徴収から普

通徴収への切替え等）をした場合であつても、納税義務者の数は１とすること。この場合においては、「普通徴収分(ｱ)」欄又

は「特別徴収分(ｲ)」欄のうち、３月３１日現在の徴収方法の欄に記載すること。 

 

(
(A)
(D)) 

(
(A)
(B)) 

(
(C)
(D)) 

第41号様式（第20条関係）



山
梨
県
公
報
号
外
　
　
第
八
号
　
　
令
和
六
年
三
月
十
五
日

五

（その２） 

    個人県民税賦課確定状況報告書（滞納繰越分）  

年  月  日 

    山梨県総合県税事務所長   殿 

市町村長           印 

 

山梨県県税条例第２５条第３項の規定により、次のとおり報告します。 

区分 
 
 
 
 
 
 
 
 
年度別 

滞納繰越額 政令第５７条
の４の２の規
定に基づく調
整による増減
額 

当該
年度
確定
滞納
額 

あん分率（県民税） ０． 

繰越
額 

賦課変更等
による増減
額 

計 あん分率（県民税（ 
令和５年度以前賦課
決定分）） 

０． 

あん分率（森林環境
税（国税）） 

０． 

備考 

年度分 県民税           

  

  

市町村民税           

森林環境税
（国税）      

計           

年度分 県民税           

  

  

市町村民税           

森林環境税
（国税）      

計           

年度分 県民税           

  

  

市町村民税           

森林環境税
（国税）      

計           

年度分 県民税           

  

  

市町村民税           

森林環境税
（国税）      

計           

合計 県民税           

  

  

市町村民税           

森林環境税
（国税）      

計           

注１ この報告書は、３月３１日現在のものを４月３０日までに提出すること。 

２ 増減額欄は、減の場合は朱記のこと。 

３ 「政令第５７条の４の２の規定に基づく調整による増減額」欄は、森林環境税及 

 び森林環境譲与税に関する法律施行令（令和４年政令第３００号）附則第４条によ 

る改正前の地方税法施行令第８条の規定に基づく調整による増減がある場合にあつ 

ては、当該増減の額を記入すること。 

 



発
行
者
　
　
山
　
梨
　
県
　
　
甲
府
市
丸
の
内
一
丁
目
六
番
一
号
　
　
　
　
　
印
刷
所
　
㈱
サ
ン
ニ
チ
印
刷
　
甲
府
市
北
口
二
丁
目
六
番

山
梨
県
公
報
号
外
　
　
第
八
号
　
　
令
和
六
年
三
月
十
五
日

六

（
山
梨
県
看
護
職
員
修
学
資
金
貸
与
条
例
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
二
条
　
山
梨
県
看
護
職
員
修
学
資
金
貸
与
条
例
施
行
規
則
（
昭
和
三
十
七
年
山
梨
県
規
則
第
五
十

号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
八
条
の
三
第
一
号
中
「
母
子
保
健
法
（
昭
和
四
十
年
法
律
第
百
四
十
一
号
）
第
二
十
二
条
に
規

定
す
る
母
子
健
康
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
」
を
「
児
童
福
祉
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
六
十
四

号
）
第
十
条
の
二
第
一
項
の
こ
ど
も
家
庭
セ
ン
タ
ー
」
に
、
「
同
条
第
二
項
第
五
号
」
を
「
母
子
保

健
法
（
昭
和
四
十
年
法
律
第
百
四
十
一
号
）
第
二
十
二
条
第
一
項
第
五
号
」
に
改
め
る
。

附

則

（
施
行
期
日
）

1
　
こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
規
定
は
、
当
該
各
号

に
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。

一
　
第
一
条
中
第
五
十
三
条
の
二
第
一
項
第
一
号
の
改
正
規
定
及
び
第
三
十
号
様
式
の
改
正
規
定
並

び
に
第
二
条
の
規
定
　
令
和
六
年
四
月
一
日

二
　
第
一
条
中
第
二
十
二
条
の
十
二
第
四
号
の
改
正
規
定
　
令
和
七
年
四
月
一
日

（
経
過
措
置
）

2
　
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
山
梨
県
県
税
条
例
施
行
規
則
（
次
項
に
お
い
て
「
旧
規
則
」
と

い
う
。
）
に
定
め
る
様
式
に
よ
る
用
紙
は
、
当
分
の
間
、
所
用
の
調
整
を
し
て
使
用
す
る
こ
と
が
で

き
る
。

3
　
こ
の
規
則
の
施
行
の
際
現
に
旧
規
則
の
規
定
に
基
づ
い
て
提
出
さ
れ
て
い
る
書
類
は
、
第
一
条
の

規
定
に
よ
る
改
正
後
の
山
梨
県
県
税
条
例
施
行
規
則
（
次
項
に
お
い
て
「
新
規
則
」
と
い
う
。
）
の

規
定
に
基
づ
い
て
提
出
さ
れ
た
書
類
と
み
な
す
。

4
　
新
規
則
第
四
十
一
号
様
式
の
規
定
は
、
令
和
六
年
四
月
一
日
以
後
の
個
人
の
県
民
税
の
賦
課
状
況

に
関
し
て
す
る
報
告
に
つ
い
て
適
用
し
、
同
日
前
の
個
人
の
県
民
税
の
賦
課
状
況
に
関
し
て
す
る
報

告
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。


